
アルゼンチンを

「対岸の火事」 視できるのか

　来年度予算概算要求の季節だ。政権
の看板政策は青天井の様相を帯び、総
額は140 兆円を超える見通し。国債費
の利払い負担は過去最大の16兆 5888
億円、26年度当初と比べ約27％増え、
債務償還費（20兆円超）と合わせた国
債費は36兆6386 億円と、こちらも過
去最大を更新する。26年度には予算の
4分の1を占めていた国債費は、29年
度には3分の1を占めると試算されてい
る。
　国債費が膨張する背景には、世界的
な金利上昇や日銀による政策金利引き上
げに伴う金利高がある。直近では長期
金利が一時2.945%と、約 30年ぶりの
高水準を付ける場面もあった。金利が上
昇し利払い費が急増するうえに高市財政
で歳出は拡大する一方、消費減税で税収
は減。高市政権は「責任ある積極財政
元年」と位 置づけるが、むしろ「通貨危
機一歩手前」の状況ではないのか。
　「アルゼンチンは20世紀初頭に世界
有数の豊かな国だったが、財政規律が失
われる中で衰退の道をたどり、現在は痛
みを伴う改革のまっただ中だ。日本が同
じ道をたどるとは限らないが、海外から
は厳しい目を向けられている」（日経8/6
夕刊）。
　日本とアルゼンチンは、いずれもトラ
ンプ政権に通貨安を救済された。日米
両政府は7月末に異例ともいえる協調為
替介入を行ったが、その効果は限定的

だった。（15兆円の介入も一か月で元の
円安水準。）
　円安の本質は日本の財政・成長力・国
家の信認へと移りつつある。（韓国、台
湾の1-6月の輸出額は日本を上回った。）
アルゼンチンを「対岸の火事」視できる
のか。

　こうした局面で、代替財源5兆円の確
保を先送りしての消費減税はあまりにも
悪手だろう。
　「消費税は年金、医療など社会保障給
付を支える貴重な財源だ。年5兆円に上
る代替財源の確保を年末に先送りし、先
に減税方針を決定するのはあまりに無責
任だ。
　政権は9月に税制改正大綱をまとめ、
秋の臨時国会に必要な法案を提出する
構えだが、その審議でも財源を提示せず、
数の力で突き進むつもりなのか。
　首相は「2年後には私が責任を持って
確実に税率を元に戻す」と説明したが、
減税が2年間で終わる保証はない。ず
るずると続けば社会保障の財源確保は自
転車操業になる。国債に頼らざるを得な
くなり、医療などの負担を次世代に回す
構図が強まりかねない。
　肝心の物価高対策の効果も限定的だ。
小売店などは円安や中東情勢を背景とす
るコスト上昇に直面しており、バラマキ
型の減税は本体価格の引き上げを誘い
やすい。中低所得者に限定した給付金
のほうが明らかに優れている。
　綱渡りの財政運営が一段の円安や金
利上昇を招き、国民生活をかえって脅か

す可能性もある。日米両政府による為替
の協調介入は、こうした危機が目前に迫っ
てきたことの証左だろう」（日経8/6 社
説）。

　消費減税をめぐって自民党の中から聞
こえてくるのは、「正直、自民党議員の半
分以上が反対だよ」「内閣改造が近いか
ら、みんな高市さんに何も言えない」と
いう声だ。何よりも危ういのは、「財政な
んか、知らねーよ。財務省は、本当に生
活が苦しい人のことをわかっているのか」
という声に、与野党とも応答性を喪失し
ていること、いやむしろそれに迎合さえ
していることだ。
　伊藤昌亮・成蹊大学教授は、「荒唐無
稽な陰謀論だと思われていた財務省解
体デモの主張がほぼ実現してしまいまし
た。たった1年で。「トンデモ」が現実
になってしまったシュールな状況をリアル
に検証すべきでしょう」とXに投稿して
いる。
　同時に、以下のような声に対してまと
もに応答しているかも問われる。
　閣議決定（8月5日）後に実施された
世論調査では、来年 4月から2年間、
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飲食料品の消費税率を8％から1％に下
げ、中低所得者に残り1％相当を現金給
付して「実質ゼロ」とする基本方針につ
いて、媒体によって幅はあるもののおお
むね賛成5割、反対4割だった。減税
という国民負担が軽くなるはずの提案に
対し、これだけの反対は決して軽いもの
ではない。社会保障への不安も一貫して
高い。日本経済新聞が6月に実施した
調査では社会保障への不安は57％、1％
案に反対する層に限れば67％だった。

財政民主主義からの応答性を

　こうした声に対する責任政党としての
応答性とは何か。
　「正直、自民党議員の半分以上が反対
だよ」（それでも）「内閣改造が近いから、
みんな高市さんに何も言えない」という
状況を（敗戦必至の戦争に突入していっ
た状況になぞらえて）〝空気〟と片付けて
しまうのは、あまりにも無責任だ。
　1940年に日米戦争の見通しを問われ
た山本五十六・連合艦隊司令長官は、「是
非やれと言われれば半年や1年の間は随
分暴れてご覧に入れる。然しながら、2
年3年となれば全く確信は持てぬ」と答
えたという。
　今回の消費税減税についても、「正直、
反対」だけど、やれと言われれば2年な
ら財源をかき集めるが、その先は…とい
うのだろうか。

　債権自警団という言葉がある。債券市
場が価格下落（金利上昇）することで、「放
漫な借り手」（金融政策や財政政策の緩
み）に警告することを指す。近年の例と
しては、2022年英国の「トラス・ショッ
ク」（トラス首相が財政支出拡大方針を
打ち出したことで英国債が急落）がある。
責任を回復するためには、こうした外圧
に頼る以外にないのか。それとも、より
民主主義を深めるための試行錯誤を重
ねるのか。

　「既存政党が機能しなくなるということ
は、「投票箱の外の民意」（時には「怒
れる民意」）に対する応答性が喪失して
いることを意味している。減税ポピュリ
ズムを支持するような「あいまいな弱者」
や政治不信層に、「あなたも主権者です
よね」とともに考えるような応答性の空

間をどう作れるか。（中略）「立憲主義、
人権、多様性、平和はいずれも大切です」。
でも「そんなものは関係ない」と言う高
市を批判するだけでは「賃金、税金、住
宅、社会保障と結びつかなければ〝正し
いけれど遠い言葉〟にとどまります」と
いう表現は、だれに対して、どういう問
題設定で、何を伝えようとするかという
ことで四苦八苦しているからこそ」（総会
報告　16-17面）。　
　財政の危機を煽るだけでは、財政民
主主義は伝わらない。財政民主主義が
大切なのは財政規律や債権自警団のため
ではなく、私たち自身で社会を作ってい
くためだ。その応答性をどう作り出して
いくのか。

　財政民主主義を機能させるために、掛
貝祐太・茨城大学准教授は以下のように
提起する（朝日デジタル8/28）。
　「財政は『みんなのためのみんなの負
担』の仕組みですが、自分は排除され『み
んな』の外側にいると感じる人に、社会
の連帯や所得再分配の意義を道徳的に
訴えても共感されません。痛税感がどこ
から生まれているか、問題の根本から考
える必要があります」
　（問題の根本とは？）
　「税や予算に自分たちの意見が反映さ
れていないという人々の不信、つまり財
政民主主義の形骸化です。多くの国民が
財政を民主的にコントロールしていると
実感できるよう、改善の道を探らないと
いけません。痛税感を和らげるには、現
役世代向けの教育や住宅関連の給付な
どの拡充も一つの方法でしょう。税や保
険料についても争点を明示し、どんな負
担が公平かを国民に問うべきです。ただ、
こうした政策論だけでは十分ではないと
思います」
　（何が必要ですか）
　「政治参加や政策決定の仕組み自体の
鍛え直しです。財政民主主義を簡単に
機能させる特効薬はなく、まず地方自治
のような小さな単位で、住民が声を上げ
政策が変わる、新しいニーズが掘り起こ
されるといった成功体験の積み重ねが必
要でしょう。試行錯誤になりますが、住
民による熟議や個別課題での直接投票、
異議申し立てなど、多様な民意をくみ取
り、異論を吟味する回路を議会の外で太
くすることが重要だと私は考えています。

多数決による支持だけで民主主義に内実
があるとは言えません。一部の自治体が
実践する市民参加型予算やスイスの国民
発議・投票のように、参考になる例はい
ろいろあります」
　「財政は、社会で何を重視するか、公
平さをどう考えるか、格差をどれだけ許
容するか、といった価値観を映す鏡です。
消費税のような重大テーマでは、各政党
がそれぞれの価値観に基づき制度の選
択肢を示し、あるべき社会像や財政の
役割を議論することが今後も求められま
す。社会保障国民会議の限られた記録
からでも、議論の枠組みや、何が選択
肢として扱われなかったのかは見えてき
ます。メディアによる決定過程の検証と、
政治家や国民自身による問い直しが続い
てこそ、財政民主主義は一時点の決定で
終わらず、持続的なプロセスになるのだ
と思います」

　「投票箱の外の民意とは別の表現をす
れば、自分たちの気持ちを政治的に表
現するすべを持たなかった人たち（3世
代にわたって）であり、参政党のような
ポピュリズムにとっては、今こそその感情
に排外的な言葉を与えるチャンスだとい
うこと」（総会報告）。
　「財政なんか、知らねーよ」という表
現しか持たなかった人々に、財政民主主
義からの応答性と表現―そのほうが自分
の感情が対立的に表現されずに済む―
を、どう作り出していけるか。あるい
は「税に対する不信」「取られる」と表
現するしかなかった気持ちを、民主主義
を深める方向で表現するすべ―応答性と
表現を、どう作り出していくか。試行錯
誤しながら深めていくことが求められる。

　□□□（クチロロ）という音楽ユニット
の新曲「We See The Light」が話題になっ
ている。最近のデモをモチーフにした
といい「We say it twice ／ Or as many 
times／as we satisfy」「わたしたちはい
ま一度声を上げる／わたしたちは何度で
も繰り返す／わたしたちが納得のいくま
では」という歌詞が流れる。
　作ったのは、自らを「ノンポリ」とい
う三浦康嗣。「『多分世の中の色々なこと
に怒っているからでしょうね』。日本の官
邸前デモへの共感、米国やイスラエルに
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　その上で、消費税の問題です。減税ポ
ピュリズムとも言われますが、円安やイ
ンフレに対する政府の責任ある応答性が
問われるところだと思います。食料品消
費税減税をどうご覧になっていますか。

馬淵　高市政権の食料品1%について
は、ある意味われわれ野党も主張してき
たことですから、やられることは評価す
べきだと思うんですね。
　むしろ私が心配しているのは、「骨太
2026」です。370 兆円を投資に振り向
けること自体は評価します。ところが財
源は何一つ明示していない。しかも投資
に対する効果の判断をどのタイミングで
行うのか、というマイルストーンすら設置
していない。そしてその責任は誰が取る
かも書かれていない。
　私は企業の経営をやってきましたが、
投資判断の上で財源をどうするかは企業
の行方を左右する重要な課題です。国家
経営でも同じです。財源を何も書かずに
「予算編成時に考える」というのはあり得
ない話です。
　マイルストーンも企業は毎年決算があ
り、株主総会がありますが、政治の世界
では4年に1回の選挙でしか検証できな
い。その間選挙がなければ何一つ確認す
るすべがないんですね。
　そして責任です。方向性を決めて突っ
込んでいって、その時に総理が退陣して
いたら、誰が責任をとるんですか。そん
なでたらめな「2026骨太」を出しておい
て、消費税減税ですよ。これでは大増税
が待っている以外ない。これを私は危惧
しているんです。

　消費税の問題は、税構造全体のなか
で考えるべきだというのが私の立場です。
消費税というのは付加価値税ですが、こ
の付加価値税という構造をやめたいんで
す。ただゼロにするのは大変なので―そ
の分の財源を他に作らなければいけなく
なりますから―どこまで税率を下げられ
るかということで、限界値としては5％、
つまり2015年以前の状態に戻すという
ことではないかと思っています。
　その部分をどこに求めるかというと法
人課税です。内部留保課税は絵に描いた
餅ですから。法人税を段階的に上げてい
く、あるいは累進化していく。そしてもう
一つは、フランスのパルティシパシオ

ン（利益分配）という制度、これは労働
分配率を上げる政策です。
　消費税は税構造上問題があるものの、
これも致し方ないとすると5％まで引き下
げて、できればこの消費税を小売り税に
置き換えたい。これだと中間取引で事業
者が納めることはなくなります。そこまで
やれば、無駄な輸出還付金まで徴収され
ることはなくなります。そして法人税を段
階的に増税あるいは累進課税にする、さ
らに労働分配率を高めて賃金に反映させ
る。こういうかたちでシャープ勧告以来、
日本の税構造をもう一度変えるところに
まで踏み込むような議論にしていかなけ
ればならない、と私は思います。

宗野　税の問題は消費税だけでなく全
体が見えないとよくないですね。特に今
のお話で重要だったのは労働分配率の話
で、日本はこの30年間、労働生産性は
上がってきたのに労働分配率が上がって
こなかったことが最大の経済の問題だと
いうときに、それに税制から対応してい
くというのは、ひとつの方向性になるか
もしれないですね。

（「比例票1040万、クラファン1億円を
チャラにするな」などの話が出た後、今
後の構え方について）

馬淵　1回の選挙で右往左往するなとい
う話です。細川連立政権もあったし、選
挙で300議席とって民主党政権を作っ
た。でもひっくり返されるわけです。確
かに今回は惨敗でしたが、それでも1回
の選挙でへこたれてはダメなんですよ。
これでまた右往左往してどうするんです
か。
　若手の皆さんも、いろいろご苦労され
ていると思います。執行部の一員として
申し訳なかったと思いますが、ただ、政
治家になる覚悟を持っているのであれ
ば、時には混沌とした状況も真正面から
受け止めて、ある意味それを楽しむぐら
いの度量が必要ではないかと思います。
　「政治は一寸先は闇」と言いますが、
突然の解散でその先が全く見えない状
況に私たちは直面するわけです。普通の
人間には耐えられない。「明日から路頭
に迷う」と。いっしょになって右往左往
していたらダメなんです。恐れずに諦め
ずに、絶望だと言われてもそれと戦う強

い意志を持つ人に、この世界に来ていた
だきたいと思います。そういう構えで日々
活動しているところです。
　ありがとうございました。

（8月28日。タイトル、小見出しとも文
責は編集部。質疑の一部は割愛しまし
た。）
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よる軍事行動への批判が背景にあるとい
う。『生活と音楽はつながっているから、
今回は音楽で表現したい、しないと変だ
と思った』」（朝日デジタル8/27）。
　「世の中の色々なこと」に対する感情
や気持ちを、分断や対立ではなく民主
主義や連帯を深めるように表現するすべ
を。■
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